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我が国の人口の推移と見通し

厚生労働省第1回2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会（令和8年4月10日） 資料5 2© 2026Japanese Nursing Association 
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日本の人口は、2008年をピークに減少に転じている。2070年には総人口が9,000万人を割り込むと

推計されている。



引用：https://www.mof.go.jp/pri/international_exchange/kouryu/fy2024/pri_kipf202501_1.pdfの資料を元に日本看護協会が改変

出生数と将来人口推計との比較
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出生数は2025年に70万5809人（速報値）と過去最低を更新しており、国の推計よりおよそ17年※早い

ペースで進行している。

※2023年に国立社会保障・人口問題研究所が公表した将来推計人口（中位推計）との比較

68.6
70.6
（速報値）

2025年 70万5,809人（出生数速報値）,実績値はさらに減少する可能性



人口ピラミッドの変化（1990～2070年）

団塊のジュニア世代が65歳となる2040年には、65歳以上が全人口の35％となる。
2070年には、人口は8,700万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約39％となる。

高齢化の進展

出典： 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
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（出典）厚生労働省 第７回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1

要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。

85歳以上の人口は、2040年に向けて、引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズ

を持つ者が一層多くなることが見込まれる。

高齢者人口の質的変化(1)
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出典：総務省「人口推計（2024年10月１日現在）」をもとに日本看護協会作成
就職氷河期世代は1970年～1982年生まれ、団塊ジュニア世代は、1971年～1974年生まれの人口を足したもの

就職氷河期世代は、2,300万人超で生産年齢
人口の約3割を占める。
2040年には、就職氷河期世代の約3分の1を
占める団塊ジュニア世代が高齢者（65歳以上
）となっている。

総人口における就職氷河期世代（2024年） 大卒求人倍率の推移

バブル崩壊後の厳しい就職状況下、不本意ながら
の非正規雇用、結果的に就職できなかったケース
等が社会問題化。
年金等の社会保障も含め、高齢期の生活困窮化
が懸念される。

高齢者人口の質的変化(２)
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要介護（要支援）認定者数及び認定率の推移 看取りに関わる状況：死亡数の将来推計

今後も、年間の死亡数は増加傾向を示すことが予
想され、最も年間死亡数の多い2040年と2015年で
は約36万人/年の差が推計されている。

出典：2015年以前は厚生労働省｢人口動態統計｣による出生数及び死亡数（いずれも日本人）。
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口（平成24年1月推計）｣
の出生中位・死亡中位家庭による推計結果

厚生労働省 介護保険事業状況をもとに、日本看護協会が作成

出典：厚生労働省第1回医療と介護の連携に関する意見交換（H29.3.22） 資料2-参考1

要介護認定者数・看取り数の増加

要介護・要支援認定者の総数は、2024年12月で約
710万人であり、年々増加している。

※平成28年度から令和4年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和5年
度：「介護保険事業状況報告（3月月報）」、令和6年度：直近の「介護保険事業状況報告
（月報）」
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社会保障給付費の推移

出典：https://www.mhlw.go.jp/content/12600000/001532292.pdf
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出典：厚生労働省社会保障審議会介護給付費分科会（令和4年3月24日） 資料１ 介護保険制度をめぐる最近の動向について

我が国の医療・介護制度の特徴と課題
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出典：第9回社会保障制度改革推進会議(令和元年5月29日)資料3-2報告事項②(厚生労働省提出資料)

2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題
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人生100年時代構想会議

社会保障制度の持続可能性の確保

令和2（2020）年12月

「全世代型社会保障改革
の方針」

人生100年時代を見据えた経済・社会システムを実現
するための政策のグランドデザインに係る検討を実施

働き方改革の実現

 少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少
 育児や介護との両立等、働き方のニーズの多様化
 人生100年時代（より長く元気に活躍できる社会へ）

平成30（2018）年6月

「働き方改革を推進するため
の関係法律の整備に関する
法律」成立

全世代型社会保障検討会議

少子高齢化と同時にライフスタイルが多様となる中で、誰も
が安心できる社会保障制度に関わる検討を実施

平成30（2018）年6月

「人づくり革命基本構想」

 2019年10月の消費税率引上げにより「社会保障と税の一体改革」に係る制度
改革が完了

～2019

2019～  新たな局面（2040年）を展望した社会保障改革を進める段階に移行

2040年に向けた国の動き

政策の方向性の打ち出し

（人生100年：2007年に日本で生まれた子供の約50％が107歳まで
生きるという海外の調査結果に基づいた考え方）

全世代型社会保障構築会議 令和5（2023）年4月

「全世代型社会保障構築会議
報告書」

 「少子化・人口減少」の流れを変える子育て支援
 「超高齢社会」に備える社会保障制度改革
 「地域共生社会」の実現
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給付と負担の見直し等による社会保障の持続性の確保

新たな局面に対応した政策課題

多様な就労・社会参加
 高齢者雇用機会の拡大にむけた環境整備
 就職氷河期世代の就職支援
 年金受給開始時期の選択肢の拡大
 地域共生・地域の支え合い など

健康寿命の延伸

 現役世代（担い手）の減少
 高齢化率の上昇（団塊ジュニア世代（≒就職氷河期）が高齢者へ）

2040年に向けた国の動き

医療・福祉サービス改革による生産性の向上

 健康無関心層へのアプローチの強化
 地域・保険者間の格差解消、個人・集団間の格差解消
 疾病予防・重症化予防
 介護予防・フレイル対策、認知症予防 など

 ロボット・AI・ICT等の実用化推進
 データヘルス改革
 タスクシフティングを担う人材の育成、シニア人材の活用推進 など

 高齢者医療制度、介護制度における保有資産の評価を考慮した応能負担の検討
 後期高齢者の窓口負担の検討
 薬剤自己負担の引上げに関する幅広い観点からの検討 など

2040年に
迎える局面

厚生労働省社会保障審議会（平成31年2月1日開催）資料2
「今後の社会保障改革について-2040年を見据えて-」をもとに作成 © 2026 Japanese Nursing Association 12



2040年に向けた国の動き 2040年に向けた医療福祉分野の就業者数のシミュレーション

 需要面から推計すると、医療福祉分野への就業者数は1,070万人程度必要とされる一方で、供給面（現役世代
の人口減少）も踏まえると、974万人程度の確保に留まると想定される。

 前述した政策課題（多様な就労・社会参加／健康寿命の延伸／医療・福祉サービス改革）に今から着手することで、需要を
減らし、供給の効率性を高め、実際には926～963 万人程度の供給で需要に対応することが目指されている。

出典：令和2年版厚生労働白書 第1部第2章第4節 図表2-4-1
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地域完結型の医療・介護提供体制の構築

出典：第102回社会保障審議会医療部会（令和5年9月29日） 資料1 https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/001232993.pdf
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出典：厚労省 新たな地域医療構想等に関する検討会 新たな地域医療構想に関するとりまとめ資料 別添２
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001357307.pdf
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出典：厚労省 第13回新たな地域医療構想等に関する検討会（令和6年12月3日） 資料１ https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344036.pdf
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出典：厚労省 第13回新たな地域医療構想等に関する検討会（令和6年12月3日） 資料１ https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344036.pdf



新たな地域医療構想における病床機能区分

第13回（令和6年12月3日）新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 より日本看護協会が作成

これまでの【回復期機能】について、2040年に向けて増加する高齢者救急等の受け皿として急性期と回復
期の機能をあわせもつことが重要となること等を踏まえ、【包括期機能】として位置づけ
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高度急性期機能

急性期機能

【現行の病床機能】

回復期機能

慢性期機能

高度急性期機能

急性期機能

包括期機能

慢性期機能

＋ 医療機関機能

【新たな病床機能（案）】

• 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能【高度急性期機能】

• 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能【急性期機能】

• 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能
• 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを

集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）
• 高齢者等の急性期患者について、治療と入院早期からのリハビリ等を行い、早期の在宅復帰を目的とした医療を提供する機能

【包括期機能】

• 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
• 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）、筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能

【慢性期機能】



新たな地域医療構想における地域ごとの医療機関機能

第13回（令和6年12月3日）新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 より日本看護協会が作成

高齢者救急・
地域急性期機能

高齢者救急・
地域急性期機能

在宅医療等連携機能在宅医療等連携機能

急性期拠点機能急性期拠点機能

専門等機能専門等機能

高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れるとともに、必要に応じて専門
病院や施設等と協力･連携しながら、入院早期からのリハビリ･退院調整
等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリ等の提供を確保する

地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問
介護等と連携した24時間の対応や入院対応を行う

地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資す
るよう、手術や救急医療等の医療資源を多く要する症例を集約化した
医療提供を行う

上記の機能にあてはまらない、集中的なリハビリテーション、高齢者等の中
長期にわたる入院医療機能、有床診療所の担う地域に根ざした診療機能、
一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行う

 「治す医療」と「治し支える医療」の役割分担を明確化
 回復に伴う治療や療養は、病院のみならず在宅や介護施設へ広がる

※上記に加え、広域な観点の医療機関機能として「地域及び広域診療機能」：
大学病院本院が担う、広域な観点で常勤医師や代診医の派遣、医師の卒前・卒後教育をはじめとした医療従事者の育成、広域な観点が求め

られる診療を総合的に担い、またこれらの機能が地域全体で確保されるよう都道府県と必要な連携を行う
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出典：介護保険制度の見直しに関する意見（令和7年12月25日社会保障審議会介護保険部会） 〈参考〉2040年に向けた地域包括ケアシステムの深化
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001622725.pdf



ぜひ第２部・第３部も見てください


